
 

一般社団法人ｍｙｓоｌｅ協会 定款 

 

 

第１章  総 則 

 

（名称） 

第１条 当法人は，一般社団法人ｍｙｓоｌｅ協会と称する。 

 

（事務所） 

第２条 当法人は，主たる事務所を神戸市に置く。 

 

 

第２章  目的及び事業 

 

（目的） 

第３条 当法人は，整形外科医監修のもと，理学療法士や義肢装具士が中心と

なって開発したオーダーメイドインソール「ｍｙsоlｅ」によって足元

から全身への健康を見つめ直し，利用者の健康維持，健康増進，予防医

療，治療，美容促進，運動機能の改善に寄与することならびに理学療法

士等医療従事者や健康産業従事者に対してｍｙｓоｌe理論に基づく運

動機能評価の実施のために必要となる知識と技能を有する専門家の養

成カリキュラムを企画・実施し，ｍｙｓоｌｅマイスター資格を認定す

ることを通じて，医療従事者や健康産業従事者の社会的地位の向上を支

援し，医療，スポーツ，美容それぞれの分野の発展に寄与し，最終的に

全人類の健康寿命の向上を目的とし，次の事業を営む。 

 

（１）オーダーメイドインソールの製作販売 

（２）オーダーメイドインソール製作のための運動機能評価の専門家を 

養成するための講習会の企画・運営 

（３）前号で養成される専門家の資格認定事業 

（４）資格認定を受けた有資格者の派遣及び有資格者による医療機関など 

への「ｍｙｓоｌｅ」の普及活動の支援ならびに有資格者が独立し 

て行う活動の支援 



 

（５）運動機能評価のためのスタジオの経営ならびに出張型店舗の設置・ 

経営 

（６）機関紙の発行，一般向けセミナーの開催，出版物の刊行その他広報 

事業 

（７）当法人の事業に協賛する個人・団体との事業提携ならびに支援活動 

（８）前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 

 

第３章   会 員 

 

（会員の種別） 

第４条 当法人は，次の各号に規定する会員をもって構成する。 

  

  （１）正会員  オーダーメイドインソール「ｍｙｓоｌe」について，

その製造・加工技術に関する見識を有する者または医療

従事者，健康産業従事者であって運動機能評価を通じて

ｍｙｓоｌeの普及に貢献できる者のうち，当法人の目

的に賛同し当法人の運営を担当する意思を有する者。 

   （２）一般会員 医療従事者，健康産業従事者や医療・健康産業に関し 

専門的知識，技能を有する者であって正会員以外の者 

（３）賛助会員 当法人の事業を賛助するため入会した個人又は団体 

   

２ 正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法 

人法」という）第１１条第１項第５号等に規定する社員とする。 

 

（入会） 

第５条  当法人の成立後，前条の会員になろうとする者は，別に定めるところ

により申込みをし，代表理事の承認を受けなければならない。 

 

（入会金及び会費） 

第６条 当法人に会員として入会しようとする者は，別に定める規則に従って

入会金を支払わなければならない。 

  ２ 会員は別に定める規則に従って会費を支払わなければならない。 

  ３ 前項の会費は，正会員については法人法第２７条に規定する経費とす

る。 



  

 ４ 入会金及び会費に関する規則は，社員総会で定める。 

 

（任意退社） 

第７条 会員は，別に定める退社届を提出することにより，任意にいつでも退

社することができる。 

 

（除名） 

第８条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは，社員総会の決議によ

って当該会員を除名することができる。 

 

（１）この定款その他の規則に違反したとき。 

（２）この法人の名誉を傷つけ，又は目的に反する行為をしたとき。 

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 

（会員資格の喪失） 

第９条   前２条の場合のほか，会員は，次のいずれかに該当するに至ったとき 

は，その資格を喪失する。 

 

（１）第６条の支払義務を２年以上履行しなかったとき。 

（２）総社員が同意したとき。 

（３）当該会員が死亡し，又は解散したとき。 

 

（会費その他拠出金品の不返還） 

第10条 当法人は，会員がその資格を喪失しても，既納の入会金，会費及びそ 

の他の拠出金品はこれを返還しない。ただし，基金についてはこの限り 

でない。 

 

（会員名簿） 

第11条 当法人は，会員の氏名及び住所を記載した会員名簿を作成する。 

   ２ 会員名簿のうち正会員に関する部分を法人法第３１条に規定する 

社員名簿とする。 

   ３ 当法人の会員に対する通知又は催告は，会員名簿に記載した住所（当 

該会員が通知または催告先として当法人に通知した住所があるときは 

当該住所）に宛てて行う。 

 



 

第４章    社員総会 

 

（構成） 

第12条 社員総会は，全ての正会員をもって構成する。 

 

（権限） 

第13条 社員総会は，次の事項について決議する。 

 

（１） 会員の除名 

（２） 理事の選任又は解任 

（３） 理事の報酬等の額 

（４） 計算書類等の承認 

（５） 定款の変更 

（６） 解散 

（７） その他社員総会で決議するものとして法令またはこの定款で定 

    められた事項 

 

（開催） 

第14条 社員総会は，定時社員総会として毎事業年度終了後３カ月以内に開催

するほか，必要がある場合に開催する。 

 

（招集） 

第15条 社員総会は，法令に別段の定めがある場合を除き，代表理事が招集す 

る。 

  ２ 社員総会を招集するには，総会の１週間前までに正会員に対して招集

通知を発する。 

 

（招集手続きの省略） 

第16条 社員総会は，正会員全員の同意があるときは，招集手続きを経ずに開 

催することができる。  

 

第17条 総社員の議決権の１０分の１以上の議決権を有する正会員は，代表理 

事に対し，社員総会の目的である事項及び招集の理由を示して，社員総  

会の招集を請求することができる。 

 



 

（議長） 

第18条 社員総会の議長は，当該社員総会において正会員の中から選出する。 

 

（議決権） 

第19条 社員総会における議決権は，正会員１名につき１個とする。 

 

（決議） 

第20条 社員総会の決議は，法令またはこの定款に別段の定めがある場合を除 

き総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し，出席した当該正 

会員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の決議は，総正会員の半数以上であって 

総正会員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

 

（１）会員の除名 

（２）定款の変更 

（３）解散 

（４）その他法令で定められた事項 

 

（議事録） 

第21条 社員総会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作 

成する。 

２  議長及び出席した理事は，前項の議事録に記名押印する。 

 

 

第５章   役 員 

 

（役員の設置） 

第22条 当法人に，理事２名以上６名以内を置く 

２ 理事のうち１名を代表理事とする。 

３ 代表理事以外の理事を業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第23条 理事は，社員総会の決議によって正会員の中から選任する。 

２  代表理事は，理事の互選によって理事の中から選定する。 

 



 

（理事の職務及び権限） 

第24条 理事は，法令及びこの定款で定めるところにより職務を執行する。 

２  代表理事は，法令及びこの定款で定めるところにより，当法人を 

代表し，その業務を執行し，業務執行理事は，別に定めるところにより 

当法人の業務を分担執行する。 

 

（役員の任期） 

第25条 理事の任期は，選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの 

に関する定時社員総会の終結の時までとする。 

２  補欠として選任された理事の任期は，前任者の任期の満了する時まで 

とする。 

３  理事は，第２２条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了ま 

たは辞任により退任した後も，新たに選任された者が就任するまで，な 

お理事としての権利義務を有する。 

 

（役員の解任） 

第26条 理事は，社員総会の決議によって解任することができる。 

 

 

第６章  資産及び会計 

 

（事業年度） 

第27条 当法人の事業年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わ 

る。 

 

（事業報告及び決算） 

第28条 当法人の事業報告及び決算については，毎事業年度終了後，代表理事 

が次の書類を作成し，定時社員総会に提出し，第１号の書類については 

その内容を報告し，第２号及び第３号の書類については承認を受けなけ 

ればならない。 

 

（１）事業報告 

（２）貸借対照表 

（３）損益計算書（正味財産増減計算書） 

 



 

２  前項の規定により報告され，又は承認を受けた書類のほか，定款及 

び第１１条の規定に基づき作成された会員名簿を主たる事務所に備え 

置くものとする。 

 

 

第７章   基 金 

 

（基金の拠出） 

第29条 当法人は，会員または第三者に対し，法人法第１３１条に規定する 

   基金の拠出を求めることができる。 

 

（基金の募集） 

第30条 基金の募集，割当て及び払込等の手続きについては，社員総会の決 

議により別に定める基金取扱規定によるものとする。 

 

（基金の拠出者の権利） 

第31条 基金の拠出者は，当法人が解散した場合のほか，前条の基金取扱規 

定の定めるところにより返還を請求することができる。 

 

（基金の返還の手続き） 

第32条 基金の拠出者に対する返還は，定時社員総会が決定したところに従っ 
て行う。 

 

 

第８章   公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 33 条 当法人の公告は，主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方 

法により行う。 

 

 

 

 

 

 



                       平成 29 年 4 月 3 日 設立 


